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１．人員削減計画

２．人件費対応策

３．雇用形態の多様化
(1)派遣労働者
〔活用状況〕

1

雇用の現状と制度改革に関する緊急アンケート集計結果-全産業合計-

各企業の国内における人員削減計画実施状況

14%

46%6%
4%

30% ①実施済
②削減中
③計画中
④検討中
⑤なし

人件費に関する対応策実施状況

66%

25%

9%

①とっている
②検討中
③とっていない

派遣労働者活用の有無

90%

10%

①活用あり
②活用なし



〔企業内での職務〕
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

回答企業数に占める割合

ソフトウェア開発

研究開発

機械設計

事務用機器操作

通訳・翻訳

秘書

ファイリング

調査

財務処理

取引文書作成

清掃

案内・受付

営業

その他

職
務

派遣労働者の企業内での職務

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

回答企業数に占める割合

人件費の削減

短期間に人材育成が可能

適材適所に人材が確保できる

自社での教育訓練の必要なし

人員の調整が比較的容易

その他

派遣労働者活用のメリット



(2)有期雇用契約制度
〔活用状況〕

〔有期雇用契約社員の職務〕
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有期雇用契約制度活用の有無

73%

27%

①はい
②いいえ

0% 10% 20% 30% 40% 50%

回答企業数に占める割合

ソフトウェア開発

研究開発

設計

機器操作

財務処理

調査

総務

人事・労務

社員教育・訓練

法務

通訳・翻訳

営業

医師

その他

職
務

有期雇用契約者の企業内における職務



(3)裁量労働制

(4)ワークシェアリング
〔導入状況〕

〔導入タイプ〕
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裁量労働制導入の有無

20%

80%

①はい
②いいえ

ワークシェアリング導入の状況

6% 9%

85%

①導入している

②導入する予定

③導入なし。導入予
定もなし

ワークシェアリングの導入タイプ

49%

11%

36%

4%
雇用維持型

所定労働時間短縮
型
パートタイム労働者
増加型
その他



(5)雇用保険制度
〔2001年度の料率改定に対する評価〕

〔雇用保険料率〕
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料率改定に対する評価

56%

5%

39% ①評価できる
②評価できない
③どちらでもない

料率引き上げに対する考え

1%

41%

54%

4%

①賛成である

②容認せざるを得な
い
③反対である

④その他



（6）雇用関連の規制改革

項目
①職業紹介における求職者からの手数料規制の改革
②就職促進給付の支給要件の緩和
③有期労働契約に係る規制の改革
④労働者派遣法における派遣対象業務、期間の見直し
⑤裁量労働制に係る規制の緩和
⑥外国人雇用に関する規制の改革
⑦募集・採用に関する制限の緩和
⑧解雇法制の整備
⑨その他

以　上
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回答企業数に占める割合
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項
目

緊急を要する雇用関連規制


